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◼ 本資料は、プログラムによって自動的に作成されたものです。

◼ 御使用される皆様には、各地域の実情に合わせて、より充実したものに加工していただくこと
が可能です。

◼ 本資料の経済波及効果の算出で使用している地域産業連関表(2020年)の作成のための
主な利用データは以下のとおりです。

◼ なお、この地域産業連関表は、地域経済循環分析用データとして別途提供しております。詳
細は以下をご確認ください。

     環境省 地域経済循環分析：「地域経済循環分析用データの提供」
http://chiikijunkan.env.go.jp/manabu/bunseki/

【地域産業連関表(2022年)作成のための主な利用データ】

国民経済計算（2015年基準・2008SNA）

県民経済計算（2015年基準・2008SNA）

令和2年産業連関表

平成27年または令和2年都道府県産業連関表

令和2年国勢調査

令和3年経済センサス－活動調査

2023年経済構造実態調査（製造業事業所調査）

令和4年度市町村別決算状況調                  等
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１．経済波及効果とは
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（１）経済波及効果の考え方
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経済波及効果には大きく建設効果と事業効果の2つがあり、本ツールでは建設効果と

事業効果をそれぞれ算出している。建設効果は事業開始前に発生する効果で、事業

効果は事業開始後に発生する効果である(下図)。

事業を始めるために
必要な設備投資

事業効果(事業期間の累積)が設備投資額に対して何倍程度になっているかを把握

するため、将来発生する事業効果を割引率で割り引いた現在価値(下図左)を算出

し、これを事業期間で合計した事業効果の累積値(下図右)を算出している。
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（２）地域外への流出を考慮する場合
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事業の売上が大きくても、事業スキーム次第で効果が地域外に流出するため、この効果の地域外への流出分を考慮して経

済波及効果を算出する(２－１節) 。
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（３）地域外への流出を考慮しない場合
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事業スキームで全てを地域内から調達することを仮定し、効果の地域外への流出がないとした場合（＝地域外への流出を

考慮しない場合）の経済波及効果を算出する(２－２節)。 ここで算出した効果は、効果の最大ポテンシャルと言える。
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（４）経済波及効果の解説
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建設効果と事業効果

事業効果の現在価値

i ) 建設効果 ii ) 事業効果

i ) 直接効果

✓ 建設効果は、事業者が事業を開始するために必要となる建物の建設や設備の設置など、
新たに設備投資を行うことによって発生する効果である。

✓ これは、事業者が設備投資のために建設産業や設備製造産業などに発注することで、建
設産業や設備製造産業などで発生する売上を意味している。

✓ ここでの効果には、これら建設産業や設備製造産業などの生産活動において必要となる原
材料等の調達先の売上も含まれている。

✓ 設備投資後に事業が開始されるため、建設効果は事業開始前に発生する効果である。

✓ 事業効果は、事業者が事業計画どおりに事業を順調に実施した場合に発生する効果であ
り、事業実施による事業者の売上を意味している。

✓ ここでの効果には、事業者の生産活動において必要となる原材料等の調達先の売上も含
まれている。

✓ 事業期間中の各年の売上は、毎年同じ事業計画のもとで同額の売上が発生すると仮定
している。

✓ この事業実施によって発生する売上は、事業実施によって誘発されるという意味で、一般に
は生産誘発額と呼ばれる(建設効果の場合も同じ)。

✓ 直接効果は、事業の実施による事業主の直接の売上であり、発電事業の場合は発電事
業者が発電を行うことによる売上が直接効果となる。

✓ 直接効果は地域内産業の売上を意味しており、設備投資で必要となる機械設備を域外
から調達している場合など、売上が地域外産業に発生する場合は直接効果から除く。

✓ 同様に、観光客が地域内でお土産品を購入しても、お土産品が地域外で生産されている
場合は直接効果から除く。

✓ 一般的に、同じ額面でも、それを将来受け取るよりも現在受け取った方が価値は高い。

✓ これは、例えば将来受け取る100万円よりも、現在100万円を受け取って国債を購入する
ことで国債の利回り分だけ受け取る金額が高くなるためである。

✓ このように、現在と将来では価値が異なるため、将来発生する効果を評価する際は、統一
された現在(基準年)の価値に換算してから評価する必要がある。

直接効果と間接効果

ii ) 間接効果

経済波及効果には大きく「建設効果」と「事業効果」の2つがあり、それぞれ以下の特徴がある。

「建設効果」、「事業効果」ともに、効果の内訳として大きく「直接効果」と「間接効果」の2つがあり、それぞれ以下の特徴がある。

✓ 間接効果は、直接効果を発端として、取引先産業との取引を通じて波及的に発生する売
上であり、内訳として「第1次間接効果」と「第2次間接効果」の2つがある。

✓ 第1次間接効果は、直接効果で発生した地域内産業の売上を発端として、この地域内
産業との1次取引産業(Tier1)に売上が発生し、次に1次取引産業に販売を行っている2
次取引産業(Tier2)の売上が発生し、究極的にn次取引産業までの売上がどれだけ発生
するかを示している。

✓ 第2次間接効果は、直接効果と第1次間接効果における売上の発生に伴って従業員の
所得が増加し、この所得の増加が新たな消費に回ることで発生する売上である。

i ) 現在価値

事業効果が設備投資額に対して何倍程度になっているかを把握するため、将来発生する事業効果を割引率で割り引いた現在価値を算出する。

ii ) 割引率

✓ 建設効果は事業開始前までに発生する効果であるが、事業効果は事業開始後に将来
発生する効果であるため、これを現在価値に割り引き、現在(基準年)の価値に換算する。

✓ この将来発生する効果を現在価値に割り引く際の比率を割引率と呼ぶ。

✓ 本ツールの割引率の標準設定値には、10年国債の令和6年(2024年)の1年間の平均
利回りである0.91%を用いている(任意の割引率に変更可能)。
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２．結果の概要

２－１．地域外への流出を考慮する場合の効果
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施策の内容と経済波及効果の算出結果

注3) 図中の事業効果(効果の合計)は、直接効果、第1次間接効果、第2次間接効果の合計である。数値は表章単位未満の位で四捨五入しているため、合計と内訳の合計は必ずしも一致しない。

注1) 発注額のうちどれだけを地域内の業者に発注しているかを表す割合
材料費の域内調達率は内訳別の平均値

（２）経済波及効果の算出結果注3

ii) 資本金の地域内出資割合と地域内雇用者割合

i) 域内調達率注1

②調達計画①事業計画

事業スキーム

施策規模の設定値

誘致する企業が属する産業

施策メニュー

（１）施策の内容

# 産業
材料費の内訳

(%)
域内調達率

(%)

1 農業 35.8 100.0

2 林業 0.1 56.2

3 水産業 5.1 14.3

4 鉱業 0.0 20.3

5 食料品 44.5 27.3

6 繊維製品 0.3 0.0

7 パルプ・紙・紙加工品 3.0 0.0

8 化学 2.0 0.0

9 石油製品・石炭製品 0.6 26.9

10 窯業・土石製品 0.4 27.6

11 鉄鋼 0.0 0.0

12 非鉄金属 0.3 0.0

13 金属製品 2.3 15.1

14 はん用・生産用・業務用機械 0.0 1.5

15 電子部品・デバイス 0.0 26.8

16 電気機械 0.0 0.0

17 情報・通信機器 0.0 0.0

18 輸送用機械 0.0 0.0

19 印刷業 1.2 0.0

20 その他の製造業 4.4 11.5

項目 設定値 単位

売上高 179,162 千円

材料費 83,729 千円

労務費 41,945 千円

電力費 2,369 千円

ガス・水道料 1,119 千円

荷造運賃 9,070 千円

不動産賃貸料 792 千円

通信費 1,037 千円

その他経費 28,030 千円

租税公課 1,339 千円

減価償却費 4,151 千円

法人税等 772 千円

当期純利益 4,809 千円

項目 設定値(人) 単位

誘致する企業
の従業者数

10 人

設備投資額注2 41,510 千円

法定耐用年数 10 年

項目 産業名

誘致する企業
が属する産業

非鉄金属

「非鉄金属」(従業者10人)の企業誘致によって地域内で生産が増加することによる経済波及効果は、直接効果が100百万円であり、間接効果を加えた効果の合計は
146百万円である。

企業誘致(域内生産の増加) うち、材料費の内訳

→分析例は「手引き基本編」のP73～74を参照

注2) 設備投資額=減価償却費×法定耐用年数



ご利用に際してのご留意事項をp2に記載していますので、ご参照ください。
【お問い合わせ】株式会社価値総合研究所（担当：地域経済循環分析用データ担当） E-mail：reca@vmi.co.jp

14.3

7.2

1.2

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

16.00

道府県税 市町村税

国税 地方税

税
収

効
果

(百
万

円
)

税収効果の算出結果

12

企業誘致による税収効果は、国税で14.3百万円、道府県税で7.2百万円、市町村税で1.2百万円であり、合計で22.7百万円である。

（３）税収効果の算出結果

→分析例は「手引き基本編」のP75を参照

注) 税収効果は、事業効果(1年間)に伴って発生する税収である。



13

２－２．地域外への流出を考慮しない場合の効果
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【お問い合わせ】株式会社価値総合研究所（担当：地域経済循環分析用データ担当） E-mail：reca@vmi.co.jp
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施策の内容と経済波及効果の算出結果

注3) 図中の事業効果(効果の合計)は、直接効果、第1次間接効果、第2次間接効果の合計である。数値は表章単位未満の位で四捨五入しているため、合計と内訳の合計は必ずしも一致しない。

（２）経済波及効果の算出結果注3

「非鉄金属」(従業者10人)の企業誘致によって地域内で生産が増加することによる経済波及効果は、直接効果が179百万円であり、間接効果を加えた効果の合計は
451百万円である。

注1) 発注額のうちどれだけを地域内の業者に発注しているかを表す割合
材料費の域内調達率は内訳別の平均値

ii) 資本金の地域内出資割合と地域内雇用者割合

i) 域内調達率注1

②調達計画①事業計画

事業スキーム

施策規模の設定値

誘致する企業が属する産業

施策メニュー

（１）施策の内容

# 産業
材料費の内訳

(%)
域内調達率

(%)

1 農業 35.8 100.0

2 林業 0.1 100.0

3 水産業 5.1 100.0

4 鉱業 0.0 100.0

5 食料品 44.5 100.0

6 繊維製品 0.3 100.0

7 パルプ・紙・紙加工品 3.0 100.0

8 化学 2.0 100.0

9 石油製品・石炭製品 0.6 100.0

10 窯業・土石製品 0.4 100.0

11 鉄鋼 0.0 100.0

12 非鉄金属 0.3 100.0

13 金属製品 2.3 100.0

14 はん用・生産用・業務用機械 0.0 100.0

15 電子部品・デバイス 0.0 100.0

16 電気機械 0.0 100.0

17 情報・通信機器 0.0 100.0

18 輸送用機械 0.0 100.0

19 印刷業 1.2 100.0

20 その他の製造業 4.4 100.0

項目 設定値 単位

売上高 179,162 千円

材料費 83,729 千円

労務費 41,945 千円

電力費 2,369 千円

ガス・水道料 1,119 千円

荷造運賃 9,070 千円

不動産賃貸料 792 千円

通信費 1,037 千円

その他経費 28,030 千円

租税公課 1,339 千円

減価償却費 4,151 千円

法人税等 772 千円

当期純利益 4,809 千円

項目 設定値(人) 単位

誘致する企業
の従業者数

10 人

設備投資額注2 41,510 千円

法定耐用年数 10 年

項目 産業名

誘致する企業
が属する産業

非鉄金属

企業誘致(域内生産の増加) うち、材料費の内訳

→分析例は「手引き基本編」のP76～77を参照

注2) 設備投資額=減価償却費×法定耐用年数
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企業誘致による税収効果は、国税で14.3百万円、道府県税で7.2百万円、市町村税で3.8百万円であり、合計で25.2百万円である。

（３）税収効果の算出結果

→分析例は「手引き基本編」のP78を参照

注) 税収効果は、事業効果(1年間)に伴って発生する税収である。
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留意事項

16

本ツールによって算出される事業実施による地域経済への波及効果は、自治体の各種計画等におけるKPIなどの目標設定やPDCAなどの進捗
管理等に利用することができます。その際、本ツールによる経済効果には下記のような特徴があるため、これらを十分に理解したうえで利用ください。

（１）算出する効果
     経済波及効果には、直接効果と間接効果（第1次、第2次、第3次、・・・）があります。
 本ツールでは、直接効果と間接効果のうちの第１次間接効果と第２次間接効果までを算出します。
直接効果とは、直接の需要増加額のうち域内産品の需要増加額です。また、第１次間接効果とは直接効果によって誘発される生産額、

   第２次間接効果とは 直接効果と第１次間接効果によって所得が増加し、それが消費・投資に回ることで生産が誘発される効果になります。

（２）効果計測の前提
  １）当該地域内の産業の生産誘発額を考慮
   本ツールで算出する生産誘発額は、事業実施による生産の増額分を計上するものです。現実には当該地域内の企業の生産が増加すると、
その他の地域で生産が減少する場合がありますが、このような減少分については本ツールでは考慮していません。
一方、当該地域の産業の生産が増加すると、原材料の調達先であるその他の地域で生産が誘発される場合がありますが、他地域の生産額の
増加分は本ツールでは考慮していません。

２）供給制約なし
   現実には、産業の生産・供給能力には限界があり、労働力不足、原材料不足等により需要に応えるだけの生産が行えない場合が考えられ
ます。

また、ある産業に需要が生じても、その産業の在庫が十分にあれば、生産は行わず在庫を切り崩すことによって対応することも考えられます。
本ツールでは、産業の生産能力には限界がなく、産業は需要にいくらでも応えることができ供給に制約はないとし、在庫の切り崩しも行わないとし
て、新たに発生した需要に対しては新たに生産を行い供給すると仮定して計算を行います。

  ３）経済波及効果が達成されるまでの期間は不明
  本シミュレーションで算出される経済波及効果は、最終的に達成される効果を示しており、それが実際にいつ達成されるかはわかりません。
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